
議会費 【新】子ども議会を開催する 5 子どもの都政への参画、意見表明権の具体化の一つとして子ども議会を開催するため、500万円を計上する。

【新】性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの増設に向けた調査・検討を行う 10 都内に１か所のみとなっている性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを複数箇所に増設するため、調査・検討に要する経費として1,000万円を計上する。

LGBTやそうかもしれない若者の居場所支援事業を増額する 12 ＬＧＢＴやそうかもしれないと思っている若者の居場所づくりのため、交流の場を毎月設けるための経費として1,200万円を増額する。

【新】公契約条例制定に向けた検討会を設置する 5 公共事業における賃金等の労働条件の保障や中小下請業者の育成・支援のため、公契約条例の制定に向けた検討会を設置する経費として500万円を計上する。

【新】第三次・担い手3法の実施に合わせて労働者の処遇確保の実現に向けた実態調査を実施する 30
第三次・担い手三法の全面実施に伴い、労働者の処遇改善の実現に向けて、賃金、労働時間、休日などの労働条件や下請けの必要経費の確保などについてモデル現場を設定して実態調査を行い分
析するための経費として、3,000万円を計上する。

【新】各局施設の維持管理計画を策定する 100 第三次主要施設10か年維持更新計画に記載のない、すべての都有施設の維持管理計画を策定するため、１億円を計上する。

【新】アイツリーを用いた環境学習事業を行う  100
樹木の環境への効果を簡単に知ることができるツールであるｉ－Ｔｒｅｅを活用して、子どもが身近にある樹木のＣО２吸収量を測定するなど、環境に関わる体験活動を行う機会を創出するため、１億円を
計上する。

【新】行政のデジタル化のための予算を計上する  2,100 都庁各局や区市町村の業務のデジタル化を支援するため、２１億円を計上する。

市町村総合交付金を増額する 4,000 都内の市町村の財政を補完し、多摩・島しょ地域の格差の是正を実現するため、市町村総合交付金を４０億円増額する。

【新】災害復旧基金を創設する 1,000 大規模災害が発生した際に、復旧に向けて迅速な対応ができるよう、災害復旧基金を創設するため、１０億円を計上する。

【新】防災情報が自動で入る戸別受信機（防災ラジオ）の設置助成制度を創設する 1,000 自治体の防災情報が確実に届けられるよう、要配慮者を中心に戸別受信機（防災ラジオ）を普及させるため、都民が戸別受信機を購入する際の費用を補助する経費として１０億円を計上する。

【新】コミュニティタイムラインの作成を支援する 10 防災意識の向上に資するコミュニティタイムラインの作成を支援するため、専門家派遣や講座開設などを行う経費として1,000万円を計上する。

【新】ジェンダー統計の作成・活用に関する調査研究を行う 10 ジェンダーの視点から統計を作成・活用し、政策立案につなげるため、調査・研究に要する経費として1,000万円を計上する。

【新】会計年度任用職員の短時間勤務を含む正規化に向けた調査 50 都職員における男女の雇用形態や賃金の格差をなくすため、会計年度任用職員の短時間勤務を含む正規化に向けた調査を実施する経費として５０００万円を計上する。

ジェンダー平等に関する広報・啓発を強化する 30 ジェンダー平等に関する広報・啓発を強化するため、3,000万円を計上する。

ウィメンズプラザの拠点機能を強化する 120 東京ウィメンズプラザにおけるジェンダー平等の拠点としての役割や調査・研究機能を強化するため、１億2,000万円を計上する。

【新】区市町村の男女共同参画の取組を支援する 100 区市町村の男女平等参画の取組を支援するため、補助を行う経費として１億円を計上する。

【新】シングル（ミドルシングル）女性の実態調査を実施する 30 単身女性のくらしの状況やニーズを把握する実態調査を行うため、3,000万円を計上する。

【新】区市町村が配偶者暴力支援センターを新設する費用を補助する 20 身近な地域でのＤＶ相談支援体制を充実させるため、配偶者暴力相談支援センターを新設する区市町村への補助を行う経費として2,000万円を計上する。

公衆浴場への燃料費補助を増額する 115 物価・エネルギー価格の高騰により、経営が一段と厳しさを増している公衆浴場に対し、燃料費の補助を行うため、１億1,500万円を計上する。

【新】都民を対象とした東京1010（銭湯）クーポン事業を実施する  75 銭湯を多くの人に知ってもらい利用拡大につなげるため、東京1010クーポン事業を実施するための経費として7,500万円を計上する。

【新】文化芸術団体やアーティスト等の活動にかかる固定的費用を支援する 480 文化芸術団体やアーティスト等の活動を支援するため、稽古場や事務所等の固定的費用を補助する経費として４億8,000万円を計上する。

【新】演劇のもつ創造のパワーを社会課題解決に役立てる 32 演劇の手法を活用したワークショップ等を通じ、自己肯定感を高め、社会課題の解決に役立てるための経費として3,200万円を計上する。

【新】若者の美術館料金を引き下げる 170 若者が文化・芸術に触れる機会を創出するため、都立美術館等の入場料を引き下げるための経費として１億7,000万円を計上する。

【新】「東京都平和祈念館（仮称）」建設準備を行う 25 戦争犠牲者を追悼し、戦争の悲惨さと平和の大切さを次代に引き継ぐため、「東京都平和祈念館（仮称）」の建設に向けた検討等を開始するための経費として2,500万円を計上する。

【新】平和に関する専管部署を設置し平和関連事業を充実する 439 戦争犠牲者を追悼し、戦争の悲惨さと平和の大切さを次代に引き継ぐため、平和に関する専管部署を設置し、平和関連事業を充実させるための経費として４億3,900万円を計上する。

【新】区市町村の平和事業を把握し支援する 310 戦争の悲惨さと平和の大切さを次代に引き継ぐため、区市町村の平和事業を支援するための経費として３億1,000万円を計上する。

【新】都立の青年の居場所づくりの検討を行う 20 青年の自主的な活動を支援し、居場所となる都立の拠点を作るため、検討に要する経費として2,000万円を計上する。

【新】若者団体・グループ活動応援補助制度を新設する 100 若者の団体・グループの自主的な活動を支援するため、補助制度を創設する経費として１億円を計上する。

「きみまも＠歌舞伎町」の在り方を見直し支援を拡充する  280 「きみまも＠歌舞伎町」の在り方を見直し、年齢や課題に応じた支援を実施できるようにするため、２億8,000万円を計上する。

区市町村のスポーツ施設の整備費等への補助を増額する 1,000 区市町村におけるスポーツ施設の整備等への補助を拡充するため、１０億円を増額する。

【新】都民の自主的、広域的なスポーツ活動や大会を支援する 200 都民のスポーツ活動の継続に必要な会場費、活動費などの支援を行うため、２億円を計上する。

【新】身近なスポーツ施設のソフト面のバリアフリー化を支援する 356 身近なスポーツ施設におけるソフト面のバリアフリー化を進めるため、３億5,600万円を計上する。

都立スポーツ施設のアマチュア利用料金を値下げする 100 都立スポーツ施設におけるアマチュアスポーツ団体の利用料金を値下げするため、１億円を計上する。
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区市町村が運営するコミュニティバスなどへの補助を強化する 3,000 区市町村の運営するコミュニティバスなどへの補助を、更に拡大するため、３０億円を増額する。

【新】地域公共交通基本条例をつくるための審議会を設置する 10 都民の移動権及び交通権の保障を明記した東京都地域公共交通基本条例の制定に向けた検討を行うため、東京都地域公共交通審議会を設置する経費として1,000万円を計上する。

【新】地域公共交通事業者協議会（仮称）を創設する  10 都内バス路線を維持し、運転士不足を解消する、持続可能な制度を検討するため、「地域公共交通事業者協議会（仮称）」を設置する経費として1,000万円を計上する。

都営住宅の新規建設5,000戸を再開する 120,000 都営住宅５０００戸を新規に建設するため、都営住宅等事業会計への繰出金を１２００億円増額する。（約２４００万円＊５０００戸）

【新】家賃補助制度を創設する 30,000 １００万世帯を対象に、月１万円の家賃補助を実施するため、３００億円を計上する。

【新】都民の住宅実態や要望などの調査を行う 11 都営住宅の新規建設を行うための都民の住宅実態や要求、都有地の活用状況などに係る調査費用として、1,100万円を計上する。

【新】東京都気候市民会議を開催する 10 脱炭素社会の実現に向け、都としてどのように取り組むべきか都民と共に検討し、政策にいかすため、「気候都民会議」を開催する経費として1,000万円を計上する。

【新】アスベスト除去工事の事前調査、処分費用への補助を創設する 200 アスベスト対策をより一層推進するため、アスベスト除去工事の事前調査と除去後の処分に要する経費として２億円を計上する。

【新】自然史博物館開設の調査を行う 10 自然に関する情報を収集・整理し、都民にその成果を広く伝える「都立自然史博物館（仮称）」を創設するため、調査に要する経費として1,000万円を計上する。

区市町村公共設等への再生可能エネルギー導入促進事業を拡充する 432 区市町村の公共施設における再生可能エネルギー設備の導入を促進するため4億3,200万円を増額する。

【新】PFASの土壌汚染調査に向けた検討を行う  100 有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）による土壌汚染の調査に向けた検討を行うため、１億円を計上する。

【新】プラスチックによる環境汚染について調査する  100 プラスチックによる土壌、大気、生物等の汚染の実態調査を行うため、１億円を計上する。

福祉避難所・福祉避難スペースの整備を進める 150 福祉避難所・福祉避難スペースの整備促進の取り組みを強化するため、１億5,000万円を増額する。

【新】都内のインターネットカフェ等をオールナイトで利用する住居喪失不安定就労者等の実態調査を行う 10 都内のインターネットカフェ等をオールナイトで利用する住居喪失不安定就労者等の実態調査を行うため、1,000万円を計上する。

【新】生活保護は国民の権利であることを広報する 20 生活困窮者が生活保護をためらうことなく申請できるようにするため、生活保護は国民の権利であることを広報する経費として2,000万円を計上する。

【新】保護施設の労働者の賃金を引き上げる 94 保護施設で働く職員に対し、常勤の場合は月１万円、非常勤の場合は勤務時間に応じた額の賃上げを行うため、9,400万円を計上する。

【新】福祉分野における人材紹介業者の実態調査 20 福祉分野における人材紹介業者の実態調査を行うため、２０００万円を計上する。

小中学生医療費助成の通院の一部負担をなくす 110 義務教育就学児医療費助成における通院に係る一部負担金を撤廃するため、１億1000万円を増額する。

高校生等医療費助成の通院の一部負担をなくす 74 高校生等医療費助成における通院に係る一部負担金を撤廃するため、7,400万円を増額する。

身体・知的・精神の手帳を持つ障害者を障害の程度にかかわらず心身障害者（児）医療費助成制度の対象にする 20,864 心身障害者（児）医療費助成制度について、身体障害者手帳、愛の手帳又は精神障害者保健福祉手帳を持つ障害者を障害の程度にかかわらず対象にするため、208億6,400万円を増額する。

【新】７５歳以上で低所得の高齢者の医療費を無料化する 19,316 高齢者がお金の心配をすることなく医療を受けられる社会を目指し、７５歳以上で低所得の高齢者の医療費を無料化するため、193億1,600万円を計上する。

ひとり親家庭や障害児のいる家庭への経済的支援のため児童育成手当を拡充する 8,000
ひとり親家庭等の児童を扶養している者又は障害児を扶養している者に支給されている児童育成手当を月額6500円引き上げし、所得制限を撤廃し、障害手当の対象を、精神障害者、難病患者を扶養
している方にも拡大するとともに、手帳の等級にかかわらず対象にするため、80億円を増額する。

【新】出産費用への都独自の助成を行う 8,860 出産費用について、一人当たり１０万円の助成を都独自に行うため、８８億6,000万円を計上する。

公設公営の認証学童クラブの人件費分の補助を行う 1,128 区市町村に対し、公設公営の東京都認証学童クラブの人件費分の補助を行うため、１１億２,８00万円を増額する。

保育料無償化に係る費用を、公立園の分も含め都が全て負担する 11,620 保育料無償化に係る費用を、公立園の分も含め都が全て負担するため、116億2,000万円を増額する。

【新】保育園の副食費を無償化する 4,500 認可保育園等における副食費を無償化するため、４５億円を計上する。

【新】認可保育園等の保育士配置を引き上げる 10,823 認可保育園等の満４歳以上の幼児に対する保育士の配置数について、子ども２０人につき１人以上に引き上げるため、108億2,300万円を計上する。

【新】公立保育園の運営費への補助を行う 4,832 保育の質の確保等のため、公立保育園の運営費を補助する経費として４８億3,200万円を計上する。

【新】年度当初に定員割れとなっている認可保育園等への補助金を創設する 5,000 年度当初に定員割れとなっている認可保育園等への補助制度を創設するため、５０億円を計上する。

【新】児童福祉に従事する方の賃上げを行う 16,146 児童福祉に従事する者に対し、常勤の場合は月１万円、非常勤の場合は勤務時間に応じた額の賃上げを行うため、161億4,600万円を計上する。

【新】女性相談支援センターのサテライト型の一時保護所を確保する 4 女性相談支援センターにおいて、居場所を秘匿する必要のない人が利用できるサテライト型の一時保護所を確保するため、４００万円を計上する。

女性自立支援施設の職員の賃上げを行う 13 女性自立支援施設で働く職員に対し、常勤の場合は月１万円、非常勤の場合は勤務時間に応じた額の賃上げを行うため、1,300万円を増額する。

【新】高齢者施設でPCR等検査を実施する 3,825 高齢者施設における新型コロナウイルス感染症対策として、職員に対する定期的なＰＣＲ検査等を実施するため38億円2,500万円を計上する。

シルバーパスを無料化するとともに、全てのコミュニティバス、都県境を越えるバス路線、ゆりかもめも適用の対象とする 15,700 シルバーパスを無料化するとともに、現在対象外のコミュニティバス、都県境のバス路線及びゆりかもめも適用の対象とするため、157億円を増額する。

特別養護老人ホームへの経営支援のための補助金を増額する 1,711 特別養護老人ホーム経営支援事業を拡充するため、１７億1,100万円を増額する。

補聴器購入費についての補助制度を拡充する 10,500 高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業を更に充実させ、補聴器購入費助成の実施自治体数を増やすとともに、助成額の引上げを推進するため、105億円を増額する。

高齢者の聴覚健診の実施に向けた調査を行う 20 高齢者の聴覚健診の実施に向けた調査を行うため、2000万円を計上する。

高齢者福祉に従事する方の賃上げを行う 29,281 高齢者福祉に従事する者に対し賃上げを行うため、292億8,100万円を増額する。
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【新】訪問介護事業所への支援を行う 2,948 介護報酬の引下げにより危機に直面する訪問介護事業所の経営を支えるため、２９億4,800万円を計上する。

【新】障害者施設でPCR等検査を実施する 1,200 障害者施設における新型コロナウイルス感染症対策として、職員に対する定期的なＰＣＲ検査等を実施するため、１２億円を計上する。

障害福祉に従事する方の賃上げを行う 11,924 障害福祉に従事する者に対し賃上げを行うため、119億2400万円を増額する。

心身障害者福祉手当を月6,500円増額するとともに、対象を大幅に拡大する 32,783
心身障害者福祉手当について、精神障害者、難病患者も対象とし、手帳の等級にかかわらず支給し、６５歳以上の方の新規申請を再開し、所得制限を撤廃するとともに月額6500円の引上げを実施す
るため、327億8,300万円を増額する。

重度心身障害者手当を増額する 552 重度心身障害者手当の月額を１万円引き上げるため、5億5,200万円を増額する。

【新】都営交通無料乗車券、精神障害者都営交通乗車証の対象交通機関の拡大等について検討するため、障害者の公
共交通機関による移動の実態について調査する

20 都営交通無料乗車券、精神障害者都営交通乗車証の対象交通機関の拡大等について検討するため、障害者の公共交通機関による移動の実態について調査する経費として2,000万円を計上する。

障害のある青年・成人の余暇活動・居場所支援を拡充し、実施か所を増やす 602 障害のある青年・成人の余暇活動・居場所支援を拡充し、実施箇所を増やすため、６億200万円を増額する。

【新】補助犬診療券給付事業を創設する 13 障害者の日常生活と社会参加を支える補助犬に係る医療費を支援するため、補助犬診療券を給付する経費として1,300万円を計上する。

【新】認可保育園の新設や園庭確保のための用地確保を支援する 5,000 認可保育園の新設の用地や園庭のない認可保育園の園庭用地の確保を支援するため、５０億円を計上する。

小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの整備を促進する 588 遅れている小規模多機能型居宅介護や小規模特別養護老人ホームなどの地域密着型サービスの整備を促進するため、5億8800万円を増額する

特別養護老人ホーム整備を加速する 4,948 待機者の解消に向け、特別養護老人ホームの整備を促進するため、整備費補助を行う経費として４９億4,800万円を増額する。

認知症高齢者グループホームの整備を加速する 1,233 認知症高齢者グループホームの不足を解消するため、整備費補助を行う経費として１２億3,300万円を増額する。

保健所の体制強化のために保健師を増員する 120 保健所の体制強化が必要であるため、保健師を増員する経費として１億2,000万円を増額する。

【新】多摩地域の保健所の増設を検討する 10 多摩地域の保健所の体制強化が必要であるため、保健所の増設を検討する経費として1,000万円を計上する。

【新】国民健康保険料（税）の子どもの均等割を減免する区市町村に、補助を行う 6,780 国民健康保険料（税）の子どもの均等割を減免する区市町村に対し、補助を行うため、６７億8,000万円を計上する。 

【新】国民健康保険料（税）を一人あたり１万６０００円引き下げる 38,320 国民健康保険料（税）を一人当たり１万６０００円引き下げるため、３８３億2,000万円を計上する。

【新】後期高齢者医療保険料を一人あたり１万６０００円引き下げる 28,640 後期高齢者医療保険料を一人当たり１万６０００円引き下げるため、２８６億4,000万円を計上する。

地域医療確保に係る緊急・臨時支援事業を倍加する 14,541 民間医療機関の経営状況を踏まえ、地域医療確保に係る緊急・臨時支援事業に要する経費を145億4100万円増額する。 

公立病院運営費補助を増額する 500 公立病院の危機的な状況を踏まえた支援を行うため、公立病院運営費補助を５億円増額する。

【新】多摩地域のＮＩＣＵの整備促進制度を創設する 140 整備の遅れた多摩地域におけるＮＩＣＵの整備促進制度を創設するため、１億4,000万円を計上する。

【新】島しょ地域の住民が島しょ地域外の医療機関に通院するための交通費及び宿泊費を支援する 400 島しょ地域の住民が島しょ地域外の医療機関に通院するために掛かる交通費及び宿泊費について、助成を行う町村に対して補助を行うため、４億円を計上する。

【新】医療分野における人材紹介業の状況調査をする 20 医療分野における人材紹介業の状況調査をするため、２０００万円を計上する。 

都立病院の運営費負担金を増額する 8,272 都立病院の運営費負担金を物価高騰等に対応した額とするため、82億7,200万円を増額する。

【新】有機フッ素化合物の血中濃度を調べる血液検査等を実施する 92 有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）の血中濃度を調べる血液検査等を実施するため、9,200万円を計上する。

【新】プラスチック汚染による健康影響の調査と情報発信を行う 50 マイクロプラスチックやその添加剤による健康への影響についての調査及び情報発信を行うため、5,000万円を計上する。

【新】コロナ治療薬の患者負担をなくす 3,112 高額な新型コロナウイルス感染症治療薬の自己負担分を助成するため、３１億1,200万円を計上する。

【新】コロナ後遺症相談窓口を設置する 27 新型コロナウイルス感染症の後遺症に係る相談窓口を設置するため、2,700万円を計上する。

【新】商店街まるごと耐震化促進事業を新設する 2,000 震災に備え、商店街に対し特別に緊急支援を行う「商店街まるごと耐震化促進事業」を実施するため、２０億円を計上する。

【新】商店街街路灯の電気代補助を実施する 1,000 商店会の電気代負担を軽減するため、商店街の街路灯の電気代を補助する経費として１０億円を計上する。

【新】飼料価格高騰に伴う畜産経営緊急支援事業を実施する 160 飼料価格高騰に直面する畜産事業者の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給するため、１億6,000万円を計上する。

【新】都内・営農型太陽光発電普及のモデル事業を実施する 100 営農型太陽光発電の普及に向けた実証実験を行うため、１億円を計上する。

【新】中小企業の賃上げを図るため「中小企業賃上げ応援助成金」を実施する 12,000 中小企業者に対し、物価高騰を上回る賃上げを支援する必要があるため、「中小企業者賃上げ応援助成金事業」に要する経費120億円を計上する。

【新】フリーランスやスタートアップ企業を含め働く現場のハラスメントの実態を調査する 30 フリーランスやスタートアップ企業を含む働く現場におけるハラスメントの実態を調査する経費として、３０００万円を計上する。

道路の陥没対策を倍増する  400 路面下空洞調査について、調査箇所を拡充するため、４億円を増額する。

急傾斜地崩壊対策を拡充する 2,500 砂防事業のうち、急傾斜地の崩壊対策を拡充するため、２５億円を増額する。

港湾費 【新】調布飛行場に代わる新たな飛行場設置の調査を行う 5 調布飛行場に代わる新たな飛行場設置の調査を行うため、500万円を計上する。

【新】公立小中学高等学校、特別支援学校の修学旅行、制服、学用品等への支援を行う  31,000 教育費無償化の実現に向け、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の修学旅行、制服、学用品等への支援を行うため、310億円を計上する。

【新】都立高校生等の通学定期代を支援する 673 都立高等学校の生徒等の通学実態を調査するとともに、通学費の負担軽減を図るため、６億7,300万円を計上する。
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【新】小中学校プールの温水化への補助制度を創設する 3,000 区市町村立小中学校においてプール授業を確実に行うとともに地域住民も活用できるようにするため、温水の学校プールの設置を支援する経費３０億円を計上する。

【新】小中学校の老朽校舎の改築、改修への補助制度を創設する 10,000 良好な教育環境を確保するため、区市町村立小中学校の老朽校舎の改築・改修の支援に要する経費100億円を計上する。

小中学校の体育館、特別教室、給食調理室等へのエアコン設置への補助を拡充する 1,312 区市町村立小中学校における体育館や特別教室、給食調理室等の空調設備の設置について、補助率を引き上げるため、１３億1,200万円を増額する。

【新】公立小中学校の教室の断熱改修補助制度を創設する 2,000 区市町村立小中学校における断熱改修について、補助を行うため、２０億円を計上する。

【新】特別支援学校寄宿舎の食費を無償化の対象にする 7 特別支援学校の寄宿舎食費を無償化し、保護者の負担軽減を図るため、700万円を計上する。

【新】中学校２、３年生で35人学級を実施する  5,996 行き届いた教育を推進するため、中学校２年生及び３年生においても３５人学級を実施する経費として５９億9,600万円を計上する。

【新】特別支援教室の教員配置基準を10：1にする 4,210 小中学校の特別支援教室の教員配置基準を引き上げ、教員数を増やすため、４２億1,000万円を増額する。

【新】産休育休代替教員に正規教員をあてる  804 産休・育休代替教員を安定的に確保し、講師等を探す学校の負担を軽減するため、代替教員に正規教員を充てる経費として８億400万円を計上する。

新規採用教員の支援を充実する 1,678 小学校及び特別支援学校の新規採用教員の授業時数を軽減し、サポートする経費として１６億7,800万円を増額する。

【新】夜間中学に養護教諭を専任配置する 57 健康指導や相談活動を充実させるため、夜間中学に専任の養護教諭を配置する経費として5,700万円を計上する。

【新】英語教員を新たに採用し英語教育の充実をはかる 3,644 英語教育の充実を図るため、中学校に英語教員510人を新たに採用する経費として３6億4,400万円を計上する。

【新】都立高校での給食実施に向け都立高校生の昼食実態調査を行う 20 都立高等学校における学校給食の実施に向け、生徒の昼食の実態を調査するため、2,000万円を計上する。

都立高校の養護教諭の複数配置を拡大する 149 都立高等学校における養護教諭の複数配置基準を国が定める基準に引き上げ、配置を拡大するため、１億4,900万円を増額する。

【新】都立学校の学校司書を新たに正規採用する 54 都立高等学校の学校司書を会計年度任用職員ではなく、正規職員として配置するため、5,400万円を計上する。

【新】都立高校の用務員を正規雇用する  14 都立高等学校の用務員を会計年度任用職員ではなく、正規職員として配置するため、1,400万円を計上する。

特別支援学校の重度重複学級を増設する 910 特別支援学校の重度重複学級を増設し、重度障害や重複障害のある児童・生徒の教育を充実させるため、９億1,000万円を増額する。

特別支援学校の自立活動教員を増やす 7,460 肢体不自由特別支援学校における自立活動を充実させるため、自立活動担当教員の配置を増やす経費として７４億6,000万円を増額する。

寄宿舎指導員を新規採用を増やす 37 都立特別支援学校の寄宿舎指導員を新規に採用して指導員の若返りを図るとともに、重度障害や重複障害のある子どもの数に見合った配置を行うため、3,700万円を増額する。

【新】特別支援学校の不登校状況調査を行う 20 現行の調査では対象外となっている、特別支援学校における児童・生徒の不登校の状況を調査するため、2,000万円を計上する。

【新】都立特別支援学校の学校司書を新たに正規採用する 29 特別支援学校に学校司書を正規職員として配置するため、2,900万円を計上する。

【新】都立特別支援学校の用務員を正規雇用する 14 都立特別支援学校の用務員を会計年度任用職員ではなく、正規職員として配置するため、1,400万円を計上する。

スクールカウンセラーやユースソーシャルワーカーを増員する 691 不登校やいじめ、家族のケアなど､子どもたちの困難を解決するため、スクールカウンセラー及びユースソーシャルワーカーの増員に要する経費として６億9,100万円を増額する。

不登校の校内別室指導員を拡充する 1,512 不登校児童・生徒のための校内居場所の整備及び校内別室指導支援員の配置をより一層進めるため、１５億1,200万円を増額する。

【新】学校における「生理への対応のガイドライン」を作成する 10 学校における生理休暇や生理中の体育等の授業の対応について、児童・生徒の意見を踏まえた対応ガイドラインを作成するため、1,000万円を計上する。

【新】通信制高校・サポート校の実態を調査し都立高校のあり方を検討する 30 全日制高校への進学者数が減り、通信制高校への進学者数が増えている現状について、サポート校も含めて調査し、都立高等学校の在り方を検討するため、3,000万円を計上する。

都立図書館の資料購入費増額と司書の増員を行う 49 都立図書館の機能強化及び学校教育との連携を図るため、資料購入費を増額し、司書を増員する経費として4,900万円を増額する。

【新】都立特別支援学校を新設する 7,000 都立特別支援学校を新設し、教室不足や大規模化を解消するため、建設用地を購入する経費として７０億円を計上する。

都立特別支援学校のプールを温水化する 1,160 都立特別支援学校のプールを温水化し、児童・生徒の教育環境を改善するとともに、地域の障害者スポーツの場として活用できるようにするため、11億6,000万円を計上する。

都立学校の改修費を増額する  5,017 都立学校の施設設備の不具合や老朽化部分を修繕・改修する経費として５０億1,700万円を増額する。

【新】都立学校独自の施設長寿命化計画（メンテナンス計画）を策定する 49 都立学校の施設を良好で時代に見合ったものに保ちながら、長期間使用できるようにするため、維持管理計画の策定に要する経費として4,900万円を計上する。

東京都立大学、東京都立産業技術大学院大学、東京都立産業技術高等専門学校の授業料を無償にする  2,565
東京都立大学、東京都立産業技術大学院大学及び東京都立産業技術高等専門学校における全ての学生の授業料を無償化し、学生の負担軽減を図るため、運営費交付金を２５億6,500万円増額す
る。

東京都立大学、東京都立産業技術大学院大学、東京都立産業技術高等専門学校 の入学金を廃止する  617 東京都立大学、東京都立産業技術大学院大学及び東京都立産業技術高等専門学校における入学金の制度を廃止するため、運営費交付金を６億1,700万円増額する。

【新】私立高等学校等の入学金への助成を行う 825 私立高等学校等の入学金を助成し､入学時の負担軽減を図るため､８億2,500万円を計上する。

私立高校の施設費など授業料以外の学校納付金を対象に補助を行う 2,111 私立高等学校等の施設費など、授業料以外の学校納付金を対象に補助を行うため、２１億1,100万円を増額する。

私立小中学校へ通う世帯へ昼食費用の補助を行う 7,125 給食費相当額を補助し、私立小中学校に通う子どものいる世帯の負担軽減を図るため、補助率１０分の１０への引き上げに要する経費として、７１億2,500万円を増額する。

【新】私立学校の生理用品の配備を支援する 15 私立学校におけるトイレへの生理用品の配備を支援するため、1,500万円を計上する。

【新】私立幼稚園の入園料助成制度を創設する 1,492 私立幼稚園の入園料を助成し、入園時の負担軽減を図るため、１４億9,200万円を計上する。

外国人学校の幼稚部を幼児教育無償化の対象にする 515 外国人学校の幼稚部を都独自に幼児教育無償化の対象とするため、５億1,500万円を増額する。
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【新】朝鮮学校への学校運営費補助を行う 24 朝鮮学校に学校運営費を補助することで、東京都こども基本条例に示されている子どもの学ぶ権利を保障するため、2,400万円を計上する。

【新】学生向け割引フリーパス制度を創設する 9,200 学生向けフリーパス制度を創設し、交通費の負担軽減を図るため、９２億円を計上する。

【新】学生の奨学金返済を緊急で支援する 20,230 奨学金金利が急上昇する中、利子分の返還を全額支援し、奨学金返済の負担軽減を図るため、２０２億円3000万円を計上する。

警察費 【新】えん罪の原因究明のための第三者機関で検証する 30 今後えん罪発生をくりかえさないよう、第三者機関による大川原化工機えん罪事件の原因究明を行うため、3,000万円を計上する。

消防費 電動ストレッチャー及び自動心臓マッサージ装置を増額する 92 救急体制の維持・強化のため、電動ストレッチャーの購入及び自動式心マッサージ器の追加購入に要する経費、９２００万円増額する。

増額小計 653,415

提案事項
26年度組替
単位:百万円

説　　明

同和問題専門相談員の委託事業を削除する -4 同和問題専門相談員の委託事業は、人権施策推進指針に示された人権課題の中で、同和問題だけを特別に取り上げて継続するものであるため、400万円を削除する。

国際競争力強化プロジェクトを削除する -405 国際競争力強化プロジェクト（都職員の海外研修）は、目的も内容も不明確であり、目的や内容を精査し、その都度判断すべきであるため、４億500万円を削除する。

空飛ぶクルマ実装プロジェクトを削除する -430 空飛ぶクルマの社会実装を目指すプロジェクトは、民間事業者が行うべきものであるため、空飛ぶクルマ実装プロジェクトに要する経費４億3,000万円を削除する。 

規制改革の推進を削除する  -119 巨大な再開発を誘導するための規制緩和や新たなルールづくりではなく、規制強化こそ必要であるため、規制改革の推進に要する経費１億1,900万円を削除する。  

一人ひとりの人権に踏み込む「結婚・子育て支援」など調査・分析、発信の関連経費を削減する -231
結婚支援などの施策が少子化対策に役立つかどうかを調査・分析すること等は、若い世代に結婚のプレッシャーを与え、子どもを産ませる圧力につながるため、結婚・子育て支援策の推進に係る調査・
分析と子育て世代への戦略的な情報発信に要する経費２億3,100万円を減額する。

（一財）Gov-Tech東京の運営費等を削除する -6,965 区市町村を含めた東京全体のDXは、公共と民間の役割を踏まえた上で推進すべきであるため、一般財団法人GovTech東京の運営等に要する経費６９億6,500万円を削除する。 

島しょ地域のアクセス多様化に向けた取組を削除する -131 都が八丈島に海外のビジネス（プライベート）ジェットを就航できるようにする必要はないため、島しょ地域のアクセス多様化に向けた取組に要する経費１億3,100万円を削除する。

国民保護訓練を削除する -10 ミサイル攻撃を想定した避難訓練を行うのではなく、ミサイル攻撃が起きないよう国に外交努力を求めるべきであるため、国民保護訓練に要する経費1,000万円を削除する。

「より安全に避難できる施設の整備」を削除する -10 ミサイル攻撃に備えて避難施設を整備するのではなく、ミサイル攻撃が起きないよう国に外交努力を求めるべきであるため、より安全に避難できる施設の整備に要する経費1000万円を削除する。

生活
文化費

結婚に向けた気運醸成の関連予算を削減する -683 結婚以外の多様な生き方も支援されるべきであるため、結婚に向けた気運醸成等に要する経費６億8,300万円を削除する。

臨海地域のまちづくり調査を削除する -22 臨海地域のまちづくり調査は、ＭＩＣＥ機能のための調査であり、超高層建築物を更に増やし、東京への一極集中を加速させるためのものであるため、2,２00万円を削除する。

品川駅田町駅周辺整備計画策定調査費を削除する -1 品川駅・田町駅周辺整備計画策定調査は、東京への一極集中を加速させ、環境への影響も懸念される事業であるため、100万円を削除する。

水辺に顔を向けたまちづくりを削除する  -19 地元住民の反対が強い日本橋一丁目東地区第一種市街地再開発事業と連動するものであるため、水辺に顔を向けたまちづくりに要する経費1,900万円を削除する。

都市開発諸制度等を活用した都市づくり調査を削除する  -47 都市開発諸制度等を活用した都市づくり調査は、都の強引な開発を可能にしてきた都市開発諸制度の活用促進につながるものであるため、4,700万円を削除する。

集約型地域構造への再編の促進 -34 集約型と言いながら、駅周辺にまちづくりを集中させ、交通や公共サービスなどで不便地域を作り出す集約型まちづくりを促進する経費3,400万円を削除する。

築地地区まちづくり調査を削除する -38,220 都有地を大企業に差し出し、周辺環境を破壊するなど、気候変動対策にも逆行する築地まちづくりに係る経費382億2,000万円を削除する。

東京における航空機能に関する調査を削除する -30 東京における航空機能に関する調査は、都民に危険を及ぼす羽田空港の機能強化や横田基地の軍民共用化を進めるためのものであるため、3,000万円を削除する。

空飛ぶクルマの社会実装に関する調査を削除する -510 空飛ぶクルマの社会実装に関する調査は、民間事業者に委ねるべきであるため、5億1,000万円を削除する。

外環に係るまちづくりに関する調査を削除する -36 外環に係わるまちづくりに関する調査は、不要不急の東京外かく環状道路本体及び住民の合意がない地上部街路に関するものであるため、3,600万円を削除する。

品川駅周辺交通基盤整備計画策定調査費を削除する -100 品川駅周辺交通基盤整備計画策定調査は、超高層ビル開発を促進する品川駅・田町駅周辺整備計画と連動するものであるため、1億円を削除する。

品川駅東西自由通路整備事業を削除する -60 品川駅東西自由通路の整備に要する経費は、開発利益を受ける鉄道事業者及び周辺の企業が負担すべきものであるため、6,000万円を削除する。

京王線新宿駅総合改善事業を削除する -138 公共への貢献を理由にした私鉄の駅の改修費への助成は大企業を優遇するものであるため、京王新宿駅総合改善事業に要する経費1億3,800万円を削除する。

都市鉄道利便増進事業費補助金（新空港線）を削除する -16 都市鉄道利便増進事業費補助金（新空港線）は、不要不急の事業である蒲蒲線に関するものであるため、1,600万円を削除する。

都心部・臨海地域地下鉄の事業計画深度化を削除する -300 無計画に埋立地に市街地を広げ、かつ、莫大な費用が掛かるため、都心部・臨海地域地下鉄の事業計画深度化に要する経費３億円を削除する。

都心部・臨海地下鉄沿線の基盤整備等に関する調査を削除する -89 都心部・臨海地域地下鉄沿線の基盤整備等に関する調査は、臨海地下鉄建設に伴う駅前整備のための調査であり、駅の建設がより大きな開発につながる可能性があるため、8,900万円を削除する。

東京地下鉄株式会社補助金を減額する -1,925 住民の合意が得られていない路線があるため、東京地下鉄株式会社補助金（新線建設）１９億2,500万円を減額する。

高速道路ネットワークの計画に関する調査を削除する  -620 高速道路ネットワークの計画に関する調査は、地元住民の反対が強い高速晴海線の延伸に関するものであるため、６億2,000万円を削除する。

鉄道新線建設等準備基金積立金を削除する -5,683 新線建設に向けて積み立てている東京地下鉄株式会社の株式配当は、物価高騰対策等に活用すべきであるため､鉄道新線建設等準備基金積立金５６億8,300万円を削除する。
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東京の都市計画道路網に関する調査を削除する -650 東京の都市計画道路網に関する調査は、住民の合意が得られていない都市計画道路の第五次事業化計画に関するものであるため、６億5,000万円を削除する。

中十条四丁目地区整備事業を削除する -247 中十条四丁目地区整備事業は、大型道路の整備とともに多数の住民の立ち退きを迫る事業となるため、2億4700万円を削除する。

土地区画整理事業の一部を削除する -1,349 自然環境の破壊を進め、周辺住民の反対が強い事業があるため、組合等が施行する土地区画整理事業への助成費１３億4,900万円を減額する。

東京都都市づくり公社助成を減額する -500 地域住民の合意が得られていない事業があるため、公益財団法人東京都都市づくり公社への助成費５億円を減額する。

市街地再開発事業助成費の一部を削除する -1,198 住民の合意がないままに大型開発を進めようとしている事業があるため、市街地再開発事業への助成費１１億9,800万円を減額する。

沿道一体整備事業を削減する -1,897 沿道一体整備事業のうち、十条、目黒本町、大山中央における整備事業は、地元住民の反対が強い特定整備路線の整備に関連しているため、１8億9,700万円を減額する。

地域と連携した延焼遮断帯形成事業を削除する -2,438 特定整備路線には、住民の合意がない路線があるため、地域と連携した延焼遮断帯形成事業に要する経費24億3,800万円を削除する。

新宿駅直近地区整備事業を削除する -7,188
新宿駅直近地区整備事業は、新宿駅周辺の超高層ビル建設・再整備により周辺環境への影響を深刻化させるとともに、駅利用者や事業者の利便性を損なうおそれがあることから見直しが必要である
ため、71億8,800万円を削除する。

環状４号線高輪地区整備事業を削除する -7,360 環状第４号線高輪地区整備事業は、東京への一極集中を加速させる都心開発であり、住民の反対が強いため、73億6,000万円を削除する。

上石神井駅周辺地区整備事業を削除する -1,456 住民の理解を得られていない外環ノ２（外環の地上部街路）の整備と関連している事業であるため、上石神井駅周辺地区整備事業に要する経費１４億5,600万円を削除する。

都市再生ステップアッププロジェクトの推進 渋谷 を削除する -8 貴重な都心の都有地を開発事業者に貸し出すなど、開発事業者が利益を得るだけの事業であるため、都市再生ステップアッププロジェクトの推進に要する経費800万円を削除する。

都市改造管理等、代替地購入費等を削除する  -440 都市再開発事業に係る人件費、事務費、代替地購入費等であるため、都市改造管理等に要する経費４億4,000万円を削除する。

都有地におけるアフォ―ダブル住宅供給等に関する調査費を削除する -11 都営住宅の建替えに伴う新たな創出地は、都営住宅の建設に充てるべきであるため、アフォーダブル住宅供給等に関する調査費1,100万円削除する

保健
医療費

病床機能再編支援事業を削除する -292 病床削減を進めるべきではないため、病床機能再編支援事業に要する経費２億9,200万円を削除する。

国際金融都市推進の関連事業を削減する -11,358 「資産運用立国」を目指し、都民の資産を金融商品に投資させることを目的とする施策であるため、国際金融都市・東京の実現に要する経費1１３億5,８00万円を減額する。

国際金融都市推進の海外PR関連事業を削減する -1,364 「資産運用立国」を目指し、都民の資産を金融商品に投資させることを目的とする施策であるため、戦略的な海外プロモーションの推進に要する経費13億6,400万円を減額する。

GX関連企業誘致促進事業を削除する -336 GXを謳う海外企業が東京で儲けられるよう、大規模な規制緩和を進めるものであり、都民の利益とは相いれないため、GX関連企業誘致促進事業に要する経費3億3,600万円を削除する

水素促進関連事業を削除する -5,015 化石燃料由来の水素活用が前提の水素戦略は、気候危機対策と逆行するため、水素促進関連事業に要する経費５０億1,500万円を削除する。

燃料電池車両のうち水素活用の関連事業を削除する -2,683 電気自動車が既に実装されているにもかかわらず、需要がない水素を普及促進する必要がないため、燃料電池車両の関連経費２６億8,300万円を削除する。

水素ステーション関連事業を削除する -6,729 水素ステーションの利用実績は極めて少ない上に、化石燃料由来の水素の活用を前提とするものであるため、水素ステーション関連事業に要する経費６７億2,900万円を削除する。

新エネルギー推進に係る技術開発支援事業を削除する -3,945 大企業を優先して支援すべきではないため、新エネルギー推進に係る技術開発支援事業に要する経費３９億４，５００万円を削除する。 

CO₂サプライチェーン構築支援事業を削除する -559 化石燃料の温存につながるものであるため、CO₂サプライチェーン構築支援事業に要する経費５億5,900万円を削除する。

ＭＩＣＥ誘致の推進の経費を削する -4,231 国際会議やイベント等を支援や、そのための人材育成は税金を投入して実施すべき事業ではないため、ＭＩＣＥ誘致の推進に要する経費４２億3,100万円を削除する。

プロジェクションマッピング関連経費を削除する -1,481 プロジェクションマッピングは税金を投入して実施すべき事業ではないため、プロジェクションマッピング関連経費１４億8,100万円を削除する。

ナイトタイム観光関連事業を削除する -1,528 ナイトイベントの実施や発信は税金を投入して実施すべき事業ではないため、ナイトタイム観光関連事業に要する経費１５億2,800万円を削除する。

海外市場向け東京の魅力発信プロモーション事業を削除する -865 海外の市場を呼び込むためのPRは税金を投入して実施すべき事業ではないため、海外市場向け東京の魅力発信プロモーション事業に要する経費、８億6,500万円を削除する。

高付加価値旅行者向けプロモーション予算を削除する -477 富裕層向けのPRは税金を投入して実施すべき事業ではないため、高付加価値旅行者向けプロモーションに要する経費４億7,700万円を削除する。

成長見込市場等におけるPRの推進事業を削除する -424 東南アジアなどの成長が見込まれる国へのPRは税金を投入して実施すべき事業ではないため、成長見込市場等におけるPRの推進事業に要する経費、４億2,400万円を削除する。

スタートアップ戦略推進の「グローバル×スケールアップ」関連事業を削減する -28,416
大企業や投資家にとって魅力的なスタートアップ企業を育てるための事業であり、生活できる東京に向けた事業の充実に振り向けるべきであるため、グローバル×スケールアップの関連経費２８４億
1,600万円を減額する。

スタートアップ戦略推進の「裾野拡大」関連事業を削除する -565
大企業や投資家にとって魅力的なスタートアップの起業家を育てるための事業であり、生活できる東京に向けた事業の充実に振り向けるべきであるため、裾野拡大の関連経費５億6,500万円を削除す
る。

スタートアップ戦略推進の「官民協働」関連事業を削除する -874 大企業や投資家にとって魅力的なスタートアップ企業を都が広げる事業であり、生活できる東京に向けた事業の充実に振り向けるべきであるため、官民協働の関連経費８億7,400万円を削除する。

スタートアップ戦略推進の「プラットフォーム」関連事業を削除する -7,161
大企業や投資家にとって魅力的なスタートアップ企業の出会いや交流等を目的とする事業であり、生活できる東京に向けた事業の充実に振り向けるべきであるため、プラットフォームの関連経費７１億
6,100万円を削除する。

スタートアップ戦略推進の海外PR関連事業を削除する -827
大企業や投資家にとって魅力的なスタートアップ企業が海外との往来を推進する事業であり、生活できる東京に向けた事業の充実に振り向けるべきであるため、戦略的な海外プロモーション推進の関
連経費８億2,700万円を削除する。

外環ノ２（1キロ区間、石神井台～石神井町区間）を削除する -229 外環ノ２（１キロ区間、石神井台から石神井町区間）の整備は、住民の合意がない道路建設であるため、2億2,900万円を削除する。

東京外かく環状道路の整備推進を削除する -142 沿道住民の合意もない中、その立ち退きを進めるための費用であるため、東京外かく環状道路の整備推進費１億4,200万円を削除する。

骨格幹線道路の整備を減額する -30,994 骨格幹線道路の整備のうち、住民の合意がない道路の整備費を削除するため、309億9,400万円を減額する。

地域幹線道路の整備を減額する -13,804 地域幹線道路の整備のうち、住民の合意がない道路の整備費を削除するため、138億400万円を減額する。

木造住宅密集地域における特定整備路線を減額する -32,627 木造住宅密集地域における特定整備路線には、延焼遮断帯の形成を名目にし、住民の合意がない道路建設を進めている部分があるため、326億2,700万円を減額する。
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道路橋梁費の国直轄事業負担金（東京外郭環状道路）を削除する -5,000 沿道住民の合意もなく、巨額の公費を投入するものであるため、東京外かく環状道路の整備に要する国直轄事業負担金５０億円を削除する。

道路橋梁費の国直轄事業負担金（東京外郭環状道路以外）を削除する -9,221 国道の建設は、国の負担で行われるべき事業であるため、東京外かく環状道路の整備以外に要する国直轄事業負担金９2億2,100万円を削除する。

境川金森調整池建設費を削除する -3,977 境川金森調節池の建設は、住民の合意がない公共事業であるため、39億7,700万円を削除する。

善福寺川上流調節池の整備を削除する -2,659 善福寺川上流地下調節池の建設は、住民に立ち退きを迫るものであり、環境破壊にもつながるため、26億5,900万円を削除する。

河川海岸費の国直轄事業負担金を削除する -7,803 河川海岸費のうち、国直轄事業負担金は、国の負担で行われるべきものであるため、７8億300万円を削除する。

築地まちづくりのスーパー堤防等の早期整備に向けた桟橋撤去、及びテラス整備を削除する -2,699
都有地を大企業に差し出し、周辺環境を破壊するなど、気候変動対策にも逆行するため、築地まちづくりに係るスーパー堤防等の早期整備に向けた桟橋の撤去やテラスの整備に要する経費２６億
9,900万円を削除する。

カジノに関する調査費（特定複合観光施設に関する委託調査費用）を削除する -10 東京にカジノを誘致すべきではないため、カジノに関する委託調査に要する経費1,000万円を削除する。

650億円もかけて行う大型クルーズ船ターミナルの調査等に要する経費を削除する -336 650億円も掛けて行う東京国際クルーズふ頭の受入機能強化は、海外の富裕層を呼び込むためのものであるため、第２バースの整備に要する経費３億3,600万円を削除する。

教育費 英語スピーキングテストを削除する -3,644 高校入試に不可欠な公平性が担保できず、アチーブメントテストとしても有効ではない、破綻が明らかな中学校英語スピーキングテストを中止するため、３６億4,400万円を削除する。

スタートアップの創出・育成支援の強化及び産学公連携の推進に向けた取り組みに要する経費を削除する  -450 東京都立大学には、基礎研究や学費負担軽減などの支援を行うべきであるため、アントレプレナーシップの醸成及び産学公連携の推進に向けた取組に要する経費４億5,000万円を削除する。

国際金融人材の育成強化を削除する -48 東京都立大学における国際金融人材の育成強化は、民間事業者が行うべきものであるため、4,800万円を削除する。

高度金融専門人材養成を削除する -530 東京都立大学ビジネススクールにおける高度金融専門人材の養成は、民間事業者が行うべきものであるため、５億3,000万円を削除する。

減額小計 -274,883

　

歳入 単位：百万円 単位：百万円

款 歳入増減額

都立看護専門学校の授業料、寄宿舎使用料及び受験料を無償化するため減額 -529

職業能力開発センターの授業料等を無償化する -190

都立瑞江葬儀所の火葬料を無料化する -202

諸収入 都立看護専門学校の入学料を廃止するため減額 -6

減額小計　　-11,766

増額小計　　 64.139

財政調整基金からの繰入金　　200,774

東京2020レガシー基金の一部を一般財源化　　26,000

スマート東京推進基金の年度末残高を一般財源化     500

臨海地域開発事業会計からの繰入金　　70,000

財産収入の削減　　-6,246

財産収入の一般財源化　　6,246

高速電車事業会計・交通事業会計 単位：百万円

営業
収益

都営地下鉄、都営バス、都電、日暮里舎人ライナーの子どもの運賃を18歳まで引き上げる -2,968

港湾費
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